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４５就業状態別１５歳以上人口
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

有業者数
（千人）

無業者数
（千人）

離職者率
（％）

パート
アルバイト数
（千人）

全 国 ６７００３ ３９６５０ ５．１ １０３４２

北 海 道 ２９０７ １９２１ ５．４ ５２１
青 森 県 ７５７ ４７７ ４．７ １０２
岩 手 県 ７６４ ４２９ ４．１ ９２
宮 城 県 １２０８ ７６０ ５．２ １７６
秋 田 県 ６１８ ４０９ ４．１ ７０

山 形 県 ６７２ ３８２ ３．７ ６６
福 島 県 １１１２ ６５８ ４．６ １２８
茨 城 県 １５９６ ８９９ ４．３ ２３９
栃 木 県 １０８２ ５８９ ５．１ １５６
群 馬 県 １０９９ ６００ ４．４ １６１

埼 玉 県 ３７００ ２０８３ ５．６ ６６３
千 葉 県 ３１４７ １８１８ ５．５ ５２２
東 京 都 ６６７７ ３６２４ ５．４ １０９８
神 奈 川 県 ４４９４ ２６１１ ５．５ ７６９
新 潟 県 １３５６ ７４７ ４．０ １６４

富 山 県 ６３７ ３２４ ３．８ ７９
石 川 県 ６５７ ３４２ ４．１ ８１
福 井 県 ４５９ ２３４ ３．７ ４９
山 梨 県 ４８８ ２５７ ３．８ ６３
長 野 県 １２４３ ６２２ ４．３ １５６

岐 阜 県 １１７８ ５９４ ４．２ １７６
静 岡 県 ２１１７ １０４９ ４．６ ３２７
愛 知 県 ３８７７ １９４２ ４．８ ６５５
三 重 県 ９９９ ５６１ ４．８ １６１
滋 賀 県 ６９０ ３９３ ４．９ １１３

京 都 府 １３７４ ８７０ ５．６ ２４１
大 阪 府 ４５８１ ２９１７ ６．０ ７５０
兵 庫 県 ２７５５ １８２２ ５．２ ４５６
奈 良 県 ７０３ ５１５ ５．５ １０８
和 歌 山 県 ５４６ ３６４ ４．７ ７８

鳥 取 県 ３３２ １８１ ３．９ ３５
島 根 県 ４０５ ２４３ ４．７ ４２
岡 山 県 １０３４ ６１５ ４．９ １４６
広 島 県 １５２８ ８９８ ５．２ ２３０
山 口 県 ７８４ ５３３ ５．４ １２４

徳 島 県 ４２０ ２８４ ４．４ ４４
香 川 県 ５４７ ３２５ ４．５ ７１
愛 媛 県 ７６６ ５０６ ４．９ １００
高 知 県 ４２５ ２６８ ４．９ ４６
福 岡 県 ２４６０ １７１９ ６．２ ４０７

佐 賀 県 ４５７ ２７３ ４．７ ５９
長 崎 県 ７３７ ５３４ ５．２ １０５
熊 本 県 ９３７ ６１７ ５．４ １１９
大 分 県 ６２６ ４１０ ５．１ ８９
宮 崎 県 ５９９ ３７７ ５．４ ７５

鹿 児 島 県 ８７３ ６１７ ５．３ １３０
沖 縄 県 ５７９ ４３８ ７．４ ９７

埼玉県の順位 ５ ４ ４ ４
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就業状態別人口の推移

資料：「就業構造基本調査報告（全国編）」総務庁統計局

概要
「就業構造基本調査」によると、平成９
年１０月１日現在の埼玉県における１５歳以上
人口の有業者数は３，７００，０００人で全国で第
５位、無業者数は２，０８３，０００人で第４位と
なっています。有業者のうちパート・アル
バイト数は６６３，０００人で、有業者に占める
割合は１７．９％でした。
昭和４３年からの有業者数、無業者数及び
離職者率の推移をみると、有業者数、無業
者数は、ほぼ人口の増加に比例して増加し
ています。離職者率は、昭和４９年のオイル
ショック当時に４．７％となり、その後は
４．０％前後で横ばいでしたが、平成９年に
は５．６％に上昇しました。

有業者
ふだんの状態として収入を得る目的で仕
事をしており、調査日以降も仕事をしてい
くことになっている者、及び仕事は持って
いるが現在は休んでいる者。

無業者
ふだんの状態として仕事に就いていない

者、すなわち、ふだん全く仕事をしていな
い者及び臨時的にしか仕事をしない者。

離職者
１年前には仕事に就いていたが、その仕

事をやめて、現在はまったく仕事に就いて
いない者。

離職者率
離職者の有業者（１年前）に対する割合。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「就業構造基本調査報告（全国編）」総務庁統計局 平成９年１０月１日 ５年
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４６サラリーマン
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

現金給与総額
調査産業平均
（円）

現金給与総額
対前年増減率
（％）

常用労働者
月間総労働時間
（時間）

通勤通学時間
（時間）

全 国 ３５５４７４ ０．５ １５４．４ ０．３３

北 海 道 ３０６０３５ △ ０．５ １５７．９ ０．２４
青 森 県 ２８５０８５ △ ０．６ １５８．５ ０．２４
岩 手 県 ２９９５５２ △ ０．２ １６１．５ ０．２４
宮 城 県 ３３３４２３ １．９ １５３．５ ０．２９
秋 田 県 ３１３９７７ ７．１ １６１．８ ０．２３

山 形 県 ３１０３２０ １．０ １６４．２ ０．２４
福 島 県 ３１２８１２ １．２ １５８．８ ０．２７
茨 城 県 ３３７８９１ △ ０．４ １５４．８ ０．３２
栃 木 県 ３３１０５９ １．１ １５６．３ ０．２９
群 馬 県 ３３１６８３ △ ０．２ １５８．４ ０．２８

埼 玉 県 ３２３９４５ ０．２ １４８．７ ０．４６
千 葉 県 ３４２７１４ ０．９ １４８．０ ０．４４
東 京 都 ４５３５８７ １．９ １５３．５ ０．３８
神 奈 川 県 ３７６１５７ ０．４ １４６．８ ０．４６
新 潟 県 ３１９５２９ △ ０．３ １５９．５ ０．２６

富 山 県 ３２７９４２ １．７ １５５．６ ０．２８
石 川 県 ３４５９８６ ２．９ １５８．７ ０．２７
福 井 県 ３２８０３１ ０．０ １５８．４ ０．２７
山 梨 県 ３３８９０２ △ ０．２ １６０．１ ０．２６
長 野 県 ３５２１４６ ４．１ １５９．２ ０．２７

岐 阜 県 ３２５４９４ △ ０．５ １５７．９ ０．３０
静 岡 県 ３５２２８０ ０．７ １５６．１ ０．２９
愛 知 県 ３７８６７２ １．９ １５５．４ ０．３３
三 重 県 ３４７９２９ △ １．１ １５３．３ ０．３１
滋 賀 県 ３４４３１６ △ １．６ １４８．７ ０．３４

京 都 府 ３４５５７５ １．０ １４８．６ ０．３３
大 阪 府 ３８９６４５ ０．１ １５３．４ ０．４０
兵 庫 県 ３４９２８６ ０．５ １５２．６ ０．３６
奈 良 県 ３５０４５０ ２．１ １４９．９ ０．４１
和 歌 山 県 ３２５８２９ △ ０．７ １５７．５ ０．２７

鳥 取 県 ３０４４００ ４．０ １５８．７ ０．２６
島 根 県 ３１５３６９ ０．８ １５９．１ ０．２３
岡 山 県 ３３５２３６ ０．６ １５９．２ ０．２８
広 島 県 ３４８８９０ △ ０．２ １５４．９ ０．２９
山 口 県 ３２４３６２ △ ０．４ １５３．４ ０．２５

徳 島 県 ３１２６７０ ２．８ １５８．３ ０．２５
香 川 県 ３２２３４３ △ １．３ １５５．５ ０．２５
愛 媛 県 ３０２３２９ ２．８ １５６．１ ０．２２
高 知 県 ３１０７８２ ４．２ １５３．８ ０．２５
福 岡 県 ３３２１１１ １．２ １５５．４ ０．３１

佐 賀 県 ２８６１３０ △ ０．４ １５８．９ ０．２４
長 崎 県 ３１１２７６ ０．６ １６０．９ ０．２９
熊 本 県 ２９２９６１ △ ０．７ １５６．１ ０．２５
大 分 県 ３０９９９５ １．８ １６０．４ ０．２６
宮 崎 県 ２９４１８６ ０．４ １５８．６ ０．２３

鹿 児 島 県 ２９２５４０ △ ２．０ １５９．５ ０．２２
沖 縄 県 ２７７８９４ △ １．４ １６３．８ ０．２４

埼玉県の順位 ２７ ２７ ４３ １
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その他道府県�

埼玉県�

神奈川県�

東京都�

千葉県�

群馬県�

栃木県�

茨城県� 11,412人�

6,490人�

20,959人�

14,959人�

5,549人�

2,423,064人�

30,528人�

1,000,008人�

就業地別就業者数

資料：「平成７年国勢調査報告」総務庁統計局

概要
「毎月勤労統計調査年報（地方調査）」に
よると、平成１２年の埼玉県の常用労働者（事
業所規模５人以上）１人平均月間現金給与
額は、３２３，９４５円でした。対前年比は０．２％
増で、全国平均の０．５％を下回りました。
常用労働者１人平均月間総労働時間は

１４８．７時間となっています。また、「平成８
年社会生活基本調査報告」によると、埼玉
県民の通勤・通学時間は０．４６時間で、全国
で第１位でした。
「国勢調査」によると、平成７年１０月１
日現在、埼玉県に常住する１５歳以上の就業
者は３，５１２，９６９人、そのうち、埼玉県内で
働いている人は２，４２３，０６４人で全体の６９．０％
でした。次いで東京都に通勤する人が
１，０００，００８人、千葉県に通勤する人が３０，５２８
人、群馬県に通勤する人が２０，９５９人の順と
なっています。

常用労働者
・期間を定めず、又は１ヶ月を超える期間
を定めて雇われている者。
・日々又は１ヶ月以内の期間を限って雇わ

れている者のうち、前２ヶ月にそれぞれ
１８日以上雇われた者。

現金給与総額
きまって支給する給与と特別に支払われ

た給与との合計額。
・きまって支給する給与
労働契約、団体協約、事業所の給与規則
等によってあらかじめ定められている支
給条件、算定方法によって支給される給
与。超過労働給与を含む。

・特別に支払われた給与
一時的又は突発的事由に基づいて、契約
や規則等によらず労働者に現実に支払わ
れた給与や、支給条件、算定方法が定め
られていても、その給与の算定が３ヶ月
を超える期間ごとに行われるもの。

総実労働時間数
所定内労働時間数（就業規則で定められ

た正規の始業時刻と終業時刻との間の実労
働時間数）と所定外労働時間数（早出、残
業、休日出勤等の実労働時間数）との合計。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「毎月勤労統計調査年報（地方調査）」
厚生労働省大臣官房統計情報部

＊４「社会生活基本調査報告」総務庁統計局

平成１２年

平成８年１０月１日

毎月

５年
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４７求人・求職
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

有効求人倍率
就職率
（％）

中高年齢者
就職率
（％）

雇用保険
受給者実人員
（人）

全 国 ０．４９ ５．３ ２１．８ １０２４２９８

北 海 道 ０．４１ ９．９ ４８．６ ５３５４１
青 森 県 ０．３０ ５．８ １０．０ １７１８５
岩 手 県 ０．４９ ９．６ ３４．３ １１８５８
宮 城 県 ０．５４ ５．７ ２０．０ １８１００
秋 田 県 ０．４４ ６．４ １４．５ １１１９５

山 形 県 ０．６４ ７．７ １９．６ １０１８３
福 島 県 ０．５３ ６．３ ２０．４ １５５９２
茨 城 県 ０．４８ ５．１ １５．３ １８４３７
栃 木 県 ０．６０ ５．４ １８．９ １３３０７
群 馬 県 ０．６５ ５．３ １８．９ １２６２３

埼 玉 県 ０．４５ ３．３ １４．９ ５３００１
千 葉 県 ０．４１ ３．３ １５．０ ４４７５７
東 京 都 ０．６４ ３．５ １７．７ ８６５１３
神 奈 川 県 ０．４３ ３．３ １６．６ ６３０２４
新 潟 県 ０．５５ ８．４ ２９．０ ２０３４１

富 山 県 ０．６４ ７．２ ２２．０ ９２１３
石 川 県 ０．５９ ８．６ ３３．２ ９１９１
福 井 県 ０．８０ ７．３ ２３．５ ６１６３
山 梨 県 ０．６８ ５．８ ２３．１ ５０４０
長 野 県 ０．９９ ８．７ ３３．６ １７６３５

岐 阜 県 ０．６８ ５．８ ２１．７ １４０４１
静 岡 県 ０．８１ ６．０ ２５．７ ２９０４６
愛 知 県 ０．５９ ３．４ １５．０ ５０６２３
三 重 県 ０．６０ ５．８ ２２．１ １５７６７
滋 賀 県 ０．５５ ５．９ １９．３ １１０３７

京 都 府 ０．４３ ５．２ ２１．６ ２３１７６
大 阪 府 ０．３７ ４．０ １５．１ ７８１８９
兵 庫 県 ０．３４ ４．３ １７．８ ５０１９６
奈 良 県 ０．２８ ３．６ １２．１ １１２７２
和 歌 山 県 ０．３５ ５．５ １８．０ ９０６２

鳥 取 県 ０．７９ ８．１ ２９．０ ５３９４
島 根 県 ０．６８ ７．８ ２９．５ ６１６１
岡 山 県 ０．５７ ５．３ ２０．６ １７３９６
広 島 県 ０．５６ ５．９ ２３．４ ２８０９１
山 口 県 ０．５１ ６．０ ２１．５ １１９５４

徳 島 県 ０．４４ ４．５ １７．３ ７９１３
香 川 県 ０．６１ ６．４ ２２．６ ８９８０
愛 媛 県 ０．５２ ５．８ ２０．２ １２５５８
高 知 県 ０．３８ ４．１ １３．０ ７６９２
福 岡 県 ０．３５ ３．９ １５．９ ４９０６３

佐 賀 県 ０．３５ ５．３ ２０．１ ８０３４
長 崎 県 ０．３１ ５．５ １８．２ １２１９６
熊 本 県 ０．３９ ４．６ １８．４ １５０３９
大 分 県 ０．４９ ６．４ ２５．３ １１０３３
宮 崎 県 ０．３７ ５．４ １９．０ １０８１６

鹿 児 島 県 ０．４２ ６．０ ２０．１ １３６０９
沖 縄 県 ０．２２ ６．１ １６．８ ９０６１

埼玉県の順位 ２８ ４５ ４３ ５

! 仕事と産業

102



0

50

100

150
（万人）�

平成�
元年度�

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

有効求人数�
有効求職者数�

0

200

400

600

800

1000
（件）�

倒産件数�

有効求人・求職者数と倒産件数の推移

資料：埼玉労働局職業安定部職業安定課、県企業支援課
※月間有効求人数及び月間有効求職者数は、学卒、パートタイムを除く。
※倒産件数は、負債額、１，０００万円以上の企業。

概要
「労働市場年報」によると、平成１２年度
の埼玉県内の有効求人倍率は０．４５で、全国
平均の０．４９を下回りました。また、一般職
業紹介による就職率は３．３％、中高年齢者
の新規求職申込件数に対する就職率は
１４．９％といずれも全国平均を下回っており、
全国での順位は下位の状況でした。
「雇用保険事業月報」によると、平成１３
年３月の埼玉県内の雇用保険受給者の実人
員は５３，００１人で、全国で第５番目の受給者
数となりました。

有効求人倍率
月間有効求人数／月間有効求職者数
・月間有効求人数
前月から繰越された有効求人数と当月の
新規求人数の合計。
・月間有効求職者数
前月から繰越された有効求職者数と当月

の新規求職申込件数の合計。

就職率
就職件数／月間有効求職者数×１００

・就職件数
公共職業安定所の有効求職者がその紹介
により就職したことを確認した件数。

中高年齢者就職率
４５歳以上就職件数／４５歳以上新規求職者
申込件数×１００

雇用保険受給者実人員
求職者給付（高年齢求職者給付金及び特

例一時金を除く）を受けた受給資格者の実
数。
・求職者給付
基本手当、技能修得手当、寄宿手当、傷
病手当をいう。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「労働市場年報」厚生労働省職業安定局
＊４「雇用保険事業月報」厚生労働省職業安定局雇用保険課

平成１２年度
平成１３年３月

毎月
毎月
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４８産業別就業者数
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

１次産業
（千人）

２次産業
（千人）

３次産業
（千人）

３次産業中
女性就業者
（千人）

全 国 ３６６１ ２１３６４ ４１４２２ １９２０８

北 海 道 ２５６ ７０２ １９２８ ８９２
青 森 県 １１２ １９９ ４４４ ２１０
岩 手 県 １０６ ２３８ ４１９ ２００
宮 城 県 ８８ ３５１ ７６３ ３４０
秋 田 県 ６７ ２００ ３５０ １６４

山 形 県 ８０ ２３８ ３５４ １６８
福 島 県 １０９ ４０３ ５９９ ２８１
茨 城 県 １３２ ５５４ ９０３ ４０８
栃 木 県 ７８ ４０８ ５９４ ２８０
群 馬 県 ７５ ４２１ ５９７ ２８９

埼 玉 県 １０８ １２６１ ２２９３ １００３
千 葉 県 １６３ ８６５ ２０７０ ８９４
東 京 都 ３７ １７１２ ４７９８ ２１２８
神 奈 川 県 ４７ １４１９ ２９６８ １２９０
新 潟 県 ９８ ４８７ ７６７ ３６４

富 山 県 ３２ ２５６ ３４９ １７６
石 川 県 ３２ ２２８ ３９４ １９３
福 井 県 ２７ １７８ ２５４ １２５
山 梨 県 ４８ １７２ ２６８ １２６
長 野 県 １３６ ４４３ ６５９ ３１５

岐 阜 県 ４３ ４７２ ６６２ ３２５
静 岡 県 １３１ ８２９ １１４７ ５６２
愛 知 県 １３８ １５３４ ２１８３ １０３３
三 重 県 ６３ ３７１ ５６２ ２７８
滋 賀 県 ３３ ２８４ ３７０ １７２

京 都 府 ３７ ４２３ ８９３ ４１６
大 阪 府 ３６ １５３９ ２９４７ １３０５
兵 庫 県 ８０ ９０８ １７４３ ８１４
奈 良 県 ２３ ２１８ ４５０ １９５
和 歌 山 県 ６１ １５３ ３２８ １５６

鳥 取 県 ３９ １０３ １８８ ８９
島 根 県 ４６ １２５ ２３２ １１１
岡 山 県 ７３ ３５７ ６０３ ２９８
広 島 県 ７７ ４９０ ９５１ ４６３
山 口 県 ５６ ２５２ ４７４ ２３９

徳 島 県 ４５ １２８ ２４３ １２０
香 川 県 ４８ １７２ ３２６ １５９
愛 媛 県 ８６ ２３３ ４４４ ２１９
高 知 県 ５８ ９７ ２７０ １３８
福 岡 県 １０５ ６９２ １６４０ ７９３

佐 賀 県 ５４ １４１ ２６２ １３３
長 崎 県 ７４ １９５ ４６７ ２３０
熊 本 県 １１９ ２３７ ５７６ ２８６
大 分 県 ６５ １７９ ３８１ １９２
宮 崎 県 ８５ １５７ ３５５ １７８

鹿 児 島 県 １１６ ２２３ ５３３ ２５９
沖 縄 県 ４０ １１９ ４１９ １９７

埼玉県の順位 １１ ５ ４ ５
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産業別就業者数の推移

資料：「就業構造基本調査報告（全国編）」総務庁統計局

概要
「就業構造基本調査」によると、平成９
年１０月１日現在の埼玉県内の１次産業就業
者は１０８，０００人、２次産業就業者は１，２６１，０００
人、３次産業就業者数は２，２９３，０００人でし
た。３次産業就業者のうち女性就業者の数
は１，００３，０００人で、その割合は４３．７％となっ
ています。
産業別就業者数の推移をみると、１次産
業就業者数は昭和４３年当時は３２０，０００人で
したが、平成９年には１／３程度に減少し
ています。２次産業と３次産業の就業者数
は、昭和４３年から昭和４９年までは、同程度
の伸び率で推移していましたが、昭和５２年
から２次産業就業者数は微増傾向にとどま
り、平成９年は１，２６１，０００人でした。一方、
３次産業就業者数は昭和５４年から急激な伸
びを示し、平成９年には２，２９３，０００人とな
り、全産業に占める割合は６２．６％になりま
した。

１次産業
農業、林業、漁業

２次産業
鉱業、建設業、製造業

３次産業
電気・ガス・熱供給・水道業
運輸・通信業
卸売・小売業、飲食店
金融・保険業
不動産業
サービス業
公務（他に分類されないもの）

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「就業構造基本調査報告（全国編）」総務庁統計局 平成９年１０月１日 ５年
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４９事業所数
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

建設業
（所）

製造業
（所）

卸売・小売業、
飲食店
（所）

サービス業
（所）

全 国 ６１２１５０ ６８９１９４ ２６６６７３２ １６５５６６１

北 海 道 ２６１５４ １３４８４ １１２７３２ ７２２７３
青 森 県 ６８３６ ３８２７ ３３３８３ １９９４８
岩 手 県 ６８７７ ５０２９ ３００２５ １９４２５
宮 城 県 １２２９８ ７１００ ４９１７７ ３００６８
秋 田 県 ７７２５ ５３７１ ２７５３６ １８０４５

山 形 県 ８６３８ ７３８９ ２８０６６ １９３６０
福 島 県 １３３６１ １０５５８ ４３７８６ ２８９２５
茨 城 県 １８６６７ １４９０４ ５４９４１ ３３３３８
栃 木 県 １２３４７ １３８１９ ４１８７１ ２６１０９
群 馬 県 １３４３０ １５９８５ ４１９５０ ２６６７５

埼 玉 県 ２９３６５ ３９３４５ １０２８９１ ６６５３６
千 葉 県 ２１９０５ １４８８５ ８７７０８ ５５７９３
東 京 都 ４７４９９ ８３８２３ ３０１８４３ １９０２２３
神 奈 川 県 ３００５０ ２６３７５ １２８８５４ ８３２２７
新 潟 県 １８６１６ １７５１９ ５５４２８ ３７７７０

富 山 県 ８０７５ ６９６６ ２７０７２ １６８１７
石 川 県 ８２４９ １１２９５ ２８１６２ １８２４０
福 井 県 ６４３８ ８３８４ ２０３６７ １３３４８
山 梨 県 ５９７４ ６９５３ ２０７９２ １３５１２
長 野 県 １６２１０ １５３４１ ４７２２７ ３４０５１

岐 阜 県 １３００６ ２２６３０ ４８１６２ ２９１２３
静 岡 県 ２２３８３ ２８５６５ ８２２０１ ５３１３９
愛 知 県 ３０７５０ ５７４０７ １５４８１７ ８８２３１
三 重 県 １０５９６ １０４１５ ３８６０５ ２４４７０
滋 賀 県 ７９２３ ７５６２ ２２９１２ １６７５５

京 都 府 １１０９１ ２３５６３ ６１９６６ ３５６９１
大 阪 府 ３０６８５ ７１２７０ ２２０１３９ １１９７１８
兵 庫 県 ２２０３２ ２６７０４ １１１８５５ ６４８５５
奈 良 県 ４７７６ ７３５３ ２１５２３ １３３３９
和 歌 山 県 ５３７９ ５７９５ ２５５０６ １５６９８

鳥 取 県 ３４３２ ２４２９ １３０３９ ９０９４
島 根 県 ５６７７ ３４５８ １７９０５ １２７４２
岡 山 県 ９８６９ ９８２４ ３９０９６ ２３８４５
広 島 県 １３２２３ １３８７０ ６３１７８ ３８４０４
山 口 県 ８６５３ ４７４４ ３４４７５ ２１６０６

徳 島 県 ４７６９ ４０５５ ２０３４８ １１９９６
香 川 県 ５７２６ ５９４８ ２４３３８ １４６９９
愛 媛 県 ８２６９ ６７０１ ３５２４２ ２１１２１
高 知 県 ４３８６ ３０４７ ２１８４７ １１９２３
福 岡 県 ２２５１６ １５０３２ １０９０６１ ６６０５８

佐 賀 県 ４６６３ ３５４６ １９１１７ １１８８３
長 崎 県 ７４９４ ４８９６ ３４４３７ ２１０１０
熊 本 県 ９２１２ ５０６１ ３７０３７ ２５６３３
大 分 県 ６２９９ ３６１３ ２７６３０ １８１６２
宮 崎 県 ６９１３ ３７２５ ２６５７５ １７６３３

鹿 児 島 県 ８５６１ ６６１２ ３８２２４ ２５２６８
沖 縄 県 ５１５３ ３０１７ ３３６８６ １９８８２

埼玉県の順位 ５ ４ ８ ６
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事業所数・従業者数の産業大分類別構成比

資料：「埼玉県の事業所（平成１１年事業所・企業統計調査結果―民営の事業所―）」県統計課

概要
「事業所・企業統計調査」によると、平
成１１年７月１日現在の埼玉県内の民営の事
業所数は２６０，６６７事業所で、平成８年１０月
１日の前回調査に比べ３．８％減少しました。
従業者数は２，２７５，６０５人で、同じく前回調
査に比べ５．５％の減少となっています。事
業所数・従業者数を全国の都道府県と比較
すると、埼玉県は全国で第５位でした。
産業大分類別の事業所数の構成比をみる
と、「卸売・小売業、飲食店」が全体の３９．５％
を占めて最も多く、続いて「サービス業」
２５．５％、「製造業」１５．１％、「建設業」１１．３％
で、これら４産業で全体の９１．４％を占めて
います。「サービス業」、「不動産業」及び
「運輸・通信業」の構成比は拡大傾向にあ
りますが、「卸売・小売業、飲食店」及び
「製造業」の構成比は縮小傾向となってい
ます。
従業者数の構成比は、「卸売・小売業、

飲食店」３１．４％、「製造業」２６．０％、「サー
ビス業」２２．６％、「建設業」８．４％で、これ
ら４産業で全体の８８．４％を占め、「サービ
ス業」及び「運輸・通信業」の構成比が事

業所数と同じく拡大傾向となっています。

事業所（民営の事業所）
・物の生産又はサービスの提供が事業とし
て行われている一定の場所（一区画）を
いう。

・事業が単一の経営主体のもとで、人及び
設備を有して継続的に行われているもの。

従業者
調査日現在、当該事業所に所属して働い

ているすべての人。他の会社や下請先など
の別経営の事業所へ派遣している人も含ま
れる。無給の家族従業者も含む。

※平成１１年の事業所・企業統計調査は、民
営の事業所を調査対象とした簡易調査。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「事業所・企業統計調査報告」総務省統計局
平成１１年７月１日
（簡易調査）

５年
（中間に簡易調査）
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５０農業
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

経営耕地
総面積
（ha）

総農家数
（戸）

販売農家総数
（戸）

１戸当たり
生産農業所得
（千円）

全 国 ３８８４０４０ ３１２０２１５ ２３３６９０９ １２１９

北 海 道 ９９６６３７ ６９８４１ ６２６１１ ５５０１
青 森 県 １１９４８３ ７０３０１ ５９９９６ １８９７
岩 手 県 １２６０２１ ９２４３８ ７５９３６ １１０８
宮 城 県 １１９９９９ ８４９５９ ７１３４４ １００１
秋 田 県 １３５０８２ ８０５６３ ７００４２ １０５６

山 形 県 １１１２１７ ６７５７２ ５６６４４ １４６３
福 島 県 １３３７７９ １１１２１９ ９１６６０ ９２８
茨 城 県 １４１２２１ １２８０２０ １０３２３９ １５５９
栃 木 県 １１４９８９ ７７５３２ ６５０４２ １４１３
群 馬 県 ５８３４６ ６５５６５ ４７９８４ １４９３

埼 玉 県 ６９３４７ ８４５１８ ６３０３０ １０４９
千 葉 県 ９９９６７ ９１８５０ ７６０４２ ２３６４
東 京 都 ７４１５ １５４６０ ９０３３ ９８３
神 奈 川 県 １６９７８ ３０７０５ １９３７７ １４２３
新 潟 県 １５７１８７ １１６２６５ ９５９１３ １０４９

富 山 県 ５２１５５ ４７２２７ ３９３９７ ４９３
石 川 県 ３７２０８ ３６６５３ ２８４０７ ４９６
福 井 県 ３７６１２ ３８６４４ ３１０５８ ５９６
山 梨 県 ２１３２８ ４２７４１ ２６４８０ １１１６
長 野 県 ８９３４２ １３６０３３ ９０４０１ ７９４

岐 阜 県 ４９０６０ ８４７６４ ５５３４０ ６３２
静 岡 県 ５７４０５ ８３１４９ ５６４５５ １３９４
愛 知 県 ６５０３８ ９８５９１ ６５０６５ １６１９
三 重 県 ５２０５７ ６６９０５ ４９０４６ ６９１
滋 賀 県 ４７７９３ ４８７１９ ３８１３６ ４７７

京 都 府 ２６５４１ ４２３７４ ２８８５７ ７３１
大 阪 府 １１２２４ ２９８０１ １４６１２ ６３４
兵 庫 県 ６６２５５ １１４５２３ ７７６１４ ５９７
奈 良 県 １７０４６ ３２２５５ ２００４９ ７３１
和 歌 山 県 ２８３８７ ３９８６３ ２８６８１ １７５７

鳥 取 県 ３０１７８ ３７６９７ ２９１１７ ８３２
島 根 県 ３４１８７ ４９４８０ ３６０１０ ４２３
岡 山 県 ５８１０６ ９００５３ ６２７３２ ５５１
広 島 県 ４８２３１ ８２２４０ ５１９４１ ５５８
山 口 県 ４１２１６ ５６２０５ ３９７３１ ４９６

徳 島 県 ２６４２８ ４２０９４ ２８８０１ １１６４
香 川 県 ２９０５２ ５０１７６ ３６５５３ ５９８
愛 媛 県 ４６５９３ ６２０７６ ４４７０３ １１２２
高 知 県 ２３０３６ ３４９１９ ２４８８１ １７０４
福 岡 県 ７７６３８ ８１８４９ ６４０３７ １０１３

佐 賀 県 ５０７７１ ４１１３５ ３５１９８ １４９４
長 崎 県 ３８０２９ ４４４１５ ３３０５５ １２０１
熊 本 県 ９２６４９ ７９６２１ ６３０５０ ２０７０
大 分 県 ４６０７１ ５７７１１ ４２０２１ １１４４
宮 崎 県 ５６２１３ ５６１９５ ４２００６ １４４７

鹿 児 島 県 ８９２００ ９８２１１ ６５４９４ １４５１
沖 縄 県 ３０３２３ ２７０８８ ２００８８ １６３２

埼玉県の順位 １６ １３ １５ ２５
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農業粗生産額の推移

資料：「生産農業所得統計」農林水産省統計情報部

概要
「２０００年世界農林業センサス」によると、
平成１２年２月１日現在の埼玉県内の総農家
数は８４，５１８戸で、そのうち販売農家総数は
６３，０３０戸、総農家数に占める割合は７４．６％
でした。販売農家を経営耕地面積規模別に
みると、１．０ha未満が最も多く、５９．４％を
占めています。
「生産農業所得統計」により埼玉県の農
業粗生産額の推移をみると、平成４年から
平成７年まではほぼ横ばいでしたが、平成
８年以降は徐々に減少しています。

農家
経営耕地面積が１０a以上の農業を営む

世帯、又は経営耕地面積が１０a未満であっ
ても調査期日（平成１２年２月１日）前１年
間の農産物販売金額が１５万円以上あった世
帯。

販売農家
経営耕地面積が３０a以上又は農産物販

売金額が５０万円以上の農家。

経営耕地
農家が経営する耕地（田、畑、樹園地の

計）。自己所有地と借入耕地に区分される。

生産農業所得
農業粗生産額に農業経営統計調査の農業

経営動向統計及び農業経営部門別統計から
算出した所得率を乗じ、緊急生産調整推進
助成補助金を加算して求めたもの。

農業粗生産額
当該年（暦年）における市町村別の品目

ごとの生産数量に品目ごとの農家庭先価格
を乗じて求めたものであり、全国推計にお
ける算出額と概念的には同じもの。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「世界農林業センサス（都道府県別主要統計一覧表）」
農林水産省統計情報部

＊４「生産農業所得統計」農林水産省統計情報部

平成１２年２月１日

平成１０年

５年

毎年
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５１工業
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

事業所数
（所）

従業者数
（人）

製造品出荷額等
（万円）

鉱工業生産指数
製造工業

（平成７年＝１００）

全 国 ３４５４５７ ９３７７７５０ ２９１４４９５５４１３ １０４．９

北 海 道 ９０１８ ２２２２０１ ５７１３６９１５２ １０１．０
青 森 県 ２４３８ ７４９１１ １３４７９４５０３ ９５．７
岩 手 県 ３３２１ １１３６５０ ２３０５７６２４８ １０７．３
宮 城 県 ４６６７ １４６７２０ ３７４９２４９１５ １１７．０
秋 田 県 ３３０３ ９４８２７ １６２０１１６０１ １３０．３

山 形 県 ４１９１ １３０２１６ ２７４５０７７１６ １０８．２
福 島 県 ６４４５ ２０３６５２ ５３８９６８３３４ １０１．６
茨 城 県 ８２５３ ２９０１４０ １０５２５０９８８５ １０３．９
栃 木 県 ７０３７ ２２３５６６ ７５７８３７０９８ ９３．７
群 馬 県 ８１２３ ２３８４６５ ８０６８２１０２３ １０２．０

埼 玉 県 １８８１４ ４７６８２９ １３８１３４０７９２ ９８．０
千 葉 県 ８３７９ ２６２１２６ １１１１７３３３８３ １０４．６
東 京 都 ３０７７３ ５７８３１６ １８０９６５８１９４ ９０．０
神 奈 川 県 １３８５０ ５３５３８５ ２１３１７６７６２３ ９９．１
新 潟 県 ９０１５ ２３１９７９ ４５９５２３７０５ ９５．９

富 山 県 ４２５６ １３７６３１ ３３５２６５２２９ ９７．７
石 川 県 ５１３７ １０８３１８ ２４７５７２８９６ １２５．１
福 井 県 ４０５５ ８９４７５ １８７７１３２１３ ９６．８
山 梨 県 ３０８１ ８２６５９ ２３７１０８０６０ １０３．６
長 野 県 ８４４７ ２４０８５１ ６４８０３１０３１ １０３．３

岐 阜 県 １０４８９ ２１６９４０ ４８６９９０４１０ ９８．８
静 岡 県 １５７８１ ４６７２３２ １５９１２１８６７３ １０７．５
愛 知 県 ２７９６７ ８３１１８８ ３３０５３１４６４８ １０３．２
三 重 県 ６１１８ １９７０２２ ７６６９１５４４２ １１４．５
滋 賀 県 ３９５７ １５６２０８ ６１２８７９６８４ １１２．５

京 都 府 ７６４１ １７７２００ ５４２４２５５８５ １０６．１
大 阪 府 ３２５８４ ６５４５９２ １８１２０６５４０８ ８８．１
兵 庫 県 １４３１５ ４１１９７７ １３５７８６６４９３ １１３．２
奈 良 県 ３７４９ ８２４７８ ２３９４１０９８６ ９３．０
和 歌 山 県 ３１２８ ６１５３８ ２１５９１８２０８ ９５．５

鳥 取 県 １５５２ ４９１５９ １２１９４３６３９ １１５．１
島 根 県 ２１３９ ５４３７１ １０９２４６１０４ １００．０
岡 山 県 ５５６１ １７０１４４ ６３３２０４６２５ ９４．３
広 島 県 ７６０４ ２２８９７５ ６８６８５９８１９ １００．９
山 口 県 ２８８８ １１１７６２ ４６７３６３３９６ １０４．１

徳 島 県 ２３６５ ５９０７９ １５１６４５６９５ １０８．７
香 川 県 ３２０３ ７８９３６ ２１５７０８１０１ ９２．５
愛 媛 県 ３９１２ １０４６７６ ３４３５９６１５２ １０２．７
高 知 県 １７４４ ３４４５８ ６３０４０７４１ ７５．１
福 岡 県 ８７６５ ２５７７７３ ７５４８９７４７９ ８９．７

佐 賀 県 ２１４２ ６４４６５ １５８６６２３６６ １０５．５
長 崎 県 ２８６７ ７２００３ １３８９７０３０４ ９３．６
熊 本 県 ３１５６ １０１６５８ ２４９０３５９６６ １０１．６
大 分 県 ２３３８ ７２９８０ ２７７５７５６７８ １０４．６
宮 崎 県 ２１８０ ６５９９５ １２８６２８０１４ １０２．０

鹿 児 島 県 ３２２５ ８７６７２ １９８０１４６０３ １３７．１
沖 縄 県 １４８４ ２５３５２ ６１５２２５９３ ８４．３

埼玉県の順位 ４ ５ ６ ３２
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事業所数・製造品出荷額等の産業中分類別構成比

資料：「埼玉県の工業（平成１１年工業統計調査結果報告）」県統計課

概要
「工業統計調査」によると、平成１１年１２
月３１日現在の埼玉県内の事業所数（従業者
数４人以上の製造事業所）は１８，８１４事業所
で、全国で第４位でした。県内の事業所数
を前年と比較すると９．６％の減少となりま
した。従業者数は４７６，８２９人で、全国で第
５位、前年に比べ５．３％の減少となりまし
た。製造品出荷額等は、１３兆８，１３４億円で、
前年に比べ８，８６７億円の減少となり、全国
での順位は第６位でした。
事業所数の産業中分類別の構成比をみる
と、金属製品の１５．８％をはじめ、一般機械
１３．３％、電気機械８．８％、プラスチック製
品８．０％、出版・印刷７．６％の順となり、こ
の５業種で全体の５３．５％を占めています。
前年と比べると、金属製品３５０事業所（△
１０．６％）の減少をはじめ、一般機械３１９事
業所（△１１．３％）、衣服１７５事業所（△
１４．９％）など、すべての業種で減少してい
ます。
製造品出荷額等の産業中分類別の構成比
をみると、電気機械が１８．１％で最も大きな
割合を占め、次いで輸送機械１４．５％、一般

機械９．７％、化学９．６％、食料品９．０％の順
となり、この５業種が１兆円以上で、全体
の６０．９％を占めています。製造品出荷額等
の業種別の増減では、ゴム製品７．４％、化
学５．０％、出版・印刷１．４％と３業種で増加
しましたが、電気機械△１１．６％をはじめ、
金属製品△１１．０％、輸送機械△５．７％など、
１９の業種で減少しています。
「経済産業統計」によると、平成７年を
１００とした平成１２年度の製造工場の鉱工業
生産指数は、９８．０でした。

製造品出荷額等
平成１１年の１年間における製造品出荷額、

加工賃収入額、修理料収入額、製造工程か
ら出たくず及び廃物の出荷額及びその他の
収入額の合計であり、消費税等（消費税、
酒税、たばこ税等の納付税額又は納付すべ
き税額の合計）を含んだ額。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「工業統計表（市区町村編）」
＊４「経済産業統計２００１No．１１」

経済産業省経済産業政策局調査統計部

平成１１年１２月３１日
平成１２年

毎年
毎月
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５２商業
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

商店数
（店）

従業者数
（人）

年間商品
販売額

（百万円）

コンビニエンス
・ストア数
（店）

全 国 １８３２７３４ １２５２４７６８ ６３９２８５１３１ ３９６２８

北 海 道 ７１９８０ ５４７８１８ ２２３００００１ ２３４４
青 森 県 ２２８６６ １３３０９３ ４１０２６６１ ５８１
岩 手 県 ２２０６２ １２４７４５ ４０４５５０２ ５６２
宮 城 県 ３５７７３ ２５５４６１ １２５７９２５７ ８２４
秋 田 県 ２０３４６ １０８９７０ ３５３２５００ ４２６

山 形 県 ２０６８４ １１０３７２ ３２８９９４３ ３５９
福 島 県 ３２０３６ １８０３２１ ５４８３６４１ ７４０
茨 城 県 ３８７８２ ２４７０７４ ７８６６８８６ １０８９
栃 木 県 ２９４６６ １７８１４５ ６０５５８２１ ７１２
群 馬 県 ２９５６０ １８２３９６ ６２６７６９５ ６１３

埼 玉 県 ６８８８２ ５０４９８２ １７０１１０６６ ２０５３
千 葉 県 ５８５４０ ４３１９９１ １３４２７４６９ １７６６
東 京 都 １９３２８０ １８０８１３６ ２０３１１９０１５ ５０７４
神 奈 川 県 ８２９７９ ６５４４９９ ２３０３７７０３ ２７４９
新 潟 県 ４１２９５ ２３７４２９ ８５１０５８０ ６５６

富 山 県 ２０８８２ １１２９１７ ３８７２４６６ ３４６
石 川 県 ２０１６７ １２５２６１ ５２１２８４０ ３９１
福 井 県 １４８５８ ８２２０４ ２７７９９４６ ２３０
山 梨 県 １３９９０ ７６４２８ ２１６４７６１ ３４０
長 野 県 ３３４０７ ２０４２７３ ７４０６３５８ ６７６

岐 阜 県 ３３６６１ ２００１００ ６１２５１４０ ６３３
静 岡 県 ５７０６３ ３４７４６９ １２５１３９２１ １０７２
愛 知 県 １０１４１４ ７７０５６２ ５２５１３２３０ ２３０６
三 重 県 ２７５６７ １６１９２５ ４４２８８８２ ４１２
滋 賀 県 １７３２６ １１０９５９ ２９３９４４０ ３８７

京 都 府 ４２４８０ ２７５９０４ ８８２４３９９ ８０１
大 阪 府 １４２３８０ １１０８５８２ ７６６０２３０７ ２６０９
兵 庫 県 ７４２０５ ４８２８０５ １５８７０３０１ １０９５
奈 良 県 １６１７５ ９５７９１ ２３６０１７４ ２６２
和 歌 山 県 １８７８３ ９１５６０ ２２４１４６２ １８１

鳥 取 県 ９３８０ ５５６１７ １６８６１３９ １３４
島 根 県 １３９９３ ６９３８８ １８６９１３１ １３８
岡 山 県 ２９０９０ １８２４５４ ６４０２４１２ ４４４
広 島 県 ４５１０２ ３１０００２ １４２４０２８５ ６９３
山 口 県 ２５６８２ １４６８３０ ４３０２０５４ ３８５

徳 島 県 １５１３１ ７５７６４ ２１１５７２８ １４３
香 川 県 １７８２９ １１０８６３ ５２１６５２８ ２７３
愛 媛 県 ２５４９３ １３８０９４ ４３０９３８０ ３１４
高 知 県 １５２７８ ７９５９２ １９５０５６８ １６３
福 岡 県 ７６２１７ ５４１２８１ ２６６４８４６９ １７６８

佐 賀 県 １４３２９ ７９５４５ ２１２３９６４ ３０２
長 崎 県 ２５６２１ １３８６３９ ３７８８９０７ ４２３
熊 本 県 ２７７６９ １６６６８５ ４８１７６５５ ６３１
大 分 県 ２０１６０ １１４０６８ ３０５５５３９ ２９２
宮 崎 県 １８５４６ １０４００８ ３０２２８９４ ３２４

鹿 児 島 県 ２８６６１ １５２７８６ ４５７４９７２ ４８７
沖 縄 県 ２１５６４ １０６９８０ ２６７５１３７ ４２５

埼玉県の順位 ８ ７ ７ ６
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食料・飲料�
14.5％�

農畜産物・�
水産物�
12.7％�

他に分類�
されない�
10.7％� 他に分類�

されない�
4.7％�

卸売業�
10兆5,823億円�

小売業�
6兆4,288億円�

建築材料�
10.0％�

電気機械�
器具�
9.4％�

自動車�
9.3％�

自動車�
13.0％�

百貨店�
12.4％�

各種�
食料品�
12.2％�

その他の�
飲食料品�
11.8％�

燃料�
7.8％�家庭用�

機械器具�
5.5％�

一般機械�
器具�
8.3％�

その他�
25.0％� その他�

32.5％�

年間商品販売額の産業小分類別構成比

資料：「埼玉県の商業（平成１１年商業統計調査結果報告）」県統計課

概要
「商業統計調査」によると、平成１１年７
月１日現在の埼玉県内の卸売・小売業を合
わせた商店数は６８，８８２店で、前回調査に比
べ６．３％減少しました。従業者数は、５０４，９８２
人で前回に比べ１．９％増加しています。年
間商品販売額は、１７兆１１１億円で前回に比
べ１４．４％減少しました。
本県の商業が全国に占める割合をみると、
商店数が３．８％で全国構成順位第８位、従
業者数が４．０％で第７位、年間商品販売額
が２．７％で第７位となり、前回と同順位で
したが、全国での構成比としては、商店数
及び従業者数がそれぞれ０．１ポイント増加
し、年間商品販売額は０．１ポイント減少し
ました。
埼玉県内での卸売業・小売業の年間商品
販売額の構成比をみると、卸売業では、食
料・飲料卸売業が１４．５％、次いで農畜産
物・水産物卸売業が１２．７％、他に分類され
ない卸売業が１０．７％、建築材料卸売業が
１０．０％の順となっており、この４業種で年
間商品販売額が１兆円以上となり、卸売業
全体の４８．０％を占めています。

小売業では、自動車小売業が１３．０％と最
も多く、次いで百貨店が１２．４％、各種食料
品小売業が１２．２％、その他の飲食料品小売
業が１１．８％の順となっており、この４業種
で小売業全体の４９．５％を占めています。

卸売業
小売業者又は他の卸売業者に商品を販売

する事業所など。（卸売商、問屋、商社、
商事会社、貿易商、買継商、仲買人、農産
物集荷業）

小売業
主として個人（個人経営の農林漁家を含

む）又は家庭用消費者のために商品を購入
し、販売する事業所など。

年間商品販売額
平成１０年４月１日から平成１１年３月３１日
までの１年間の商品販売額で、消費税を含
んだ金額。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「商業統計表（産業編）」
通商産業大臣官房調査統計部

平成１１年７月１日
（簡易調査）

５年
（中間に簡易調査）
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５３サービス業
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

従業者数
（人）

収入金額
総額

（百万円）

収入金額
洗濯・理容・
浴場業

（百万円）

収入金額
娯楽業
（百万円）

全 国 １１７１６６９１ ２０１７１５２４１ ７３４０７０６ ３８４８０７３５

北 海 道 ５４２１３９ ８７５７０１０ ３５４７５１ １７７８２７８
青 森 県 １１７８７１ １３０２１２０ ５７６１９ ３５４６２５
岩 手 県 １１８２７１ １７９３９０１ ６３７０３ ３６２８８５
宮 城 県 ２０６２３４ ３１２６６７７ １１７１４６ ５９７３２２
秋 田 県 ９６０９９ １２６９９１４ ５１１６９ ２７６９７４

山 形 県 １０４３８４ １２９１９９５ ５７５６７ ３３３１３３
福 島 県 １７５６５２ ２３４７７００ ８８７４３ ６８４７１２
茨 城 県 ２３６８８０ ３２３９８４５ １３２１８７ ８１９８４８
栃 木 県 １７３８１１ ２３０４０６２ １０２８２４ ５８１４５６
群 馬 県 １６４０１５ １９２２８８８ ８０３９８ ４８１６７７

埼 玉 県 ４２５１１０ ６７０５１３６ ４００２６３ １７２４０２７
千 葉 県 ４３８４８４ ６０３９９６２ ３１９９０７ １７７４７１７
東 京 都 ２０３６７５０ ５９６８５７２０ １２１４０９８ ６１２１００５
神 奈 川 県 ７３４３１９ １１３０３５４５ ５４９７５９ ２０２０５６２
新 潟 県 ２１７７２４ ３０８３５０４ １１９９３１ ６２７５７９

富 山 県 ９９５５８ １３９４２５６ ５９９４５ ２４９８１８
石 川 県 １１６５６１ １４９６１６８ ６４９４０ ３１４９２２
福 井 県 ７６３０３ ９７４９８０ ４０６３５ ２１６８０８
山 梨 県 ７６６３３ １０９３３７６ ３４４２１ ２５９３２２
長 野 県 ２０６５７０ ３２１３３５９ １２２２７２ ５０５９５９

岐 阜 県 １６７３９７ ２０３０９４０ １１８７６５ ５５７３４７
静 岡 県 ３４０２９０ ４７８７４６１ １９５４８１ １０６４１７６
愛 知 県 ６４０７０７ １０６５７０９１ ４３９８７４ ２７６８６８２
三 重 県 １４５００３ １９０１０４６ ６６４４８ ４７２７０９
滋 賀 県 １０１０４６ １１７６０６９ ５８７８１ ２９７３３０

京 都 府 ２２５０６８ ３１６６４１４ １７２１４７ ９１７７５９
大 阪 府 ９０７５９３ １７２７３６３８ ６９１４４９ ３５３５２５３
兵 庫 県 ４３９４８８ ６５６２２８７ ２７６８７６ １２８８７９５
奈 良 県 ７８４９０ ８１９１８５ ６０８９７ ２２６６８４
和 歌 山 県 ７９３３１ １０９７９３４ ３３３９２ ２１３８４８

鳥 取 県 ５１０５９ ７２４１７１ ２４３８８ １３４５５５
島 根 県 ６９１１９ ７６８３０６ ３９１８９ １２９３１２
岡 山 県 １５２５５４ ２０４７７１４ ８６４６１ ４２４１４６
広 島 県 ２５０４９６ ３６６８５７０ １６１３０７ ６８６２５８
山 口 県 １２５５３５ １７５６０７１ ７３０２３ ４１６８１９

徳 島 県 ５９１６３ ９２５１５１ ３１４３０ ２４８０９６
香 川 県 ８５９６２ １１４３３４１ ４６１５６ ２８９８８９
愛 媛 県 １１３０５４ １５２５６１１ ６０１９６ ３５８４０７
高 知 県 ６５４５９ ８７７３３６ ２５８８６ ２００１５１
福 岡 県 ４４５２２２ ６３９９６２０ ２６８９４７ １４４７９４９

佐 賀 県 ７１１５９ ９２５３８２ ３９２００ ２３８１８２
長 崎 県 １２９４３２ １５８０８５７ ５６３２０ ５０７４０６
熊 本 県 １５１９５５ ２０７９９５９ ９４８７７ ５７７３８８
大 分 県 １０８０１３ １２９９８８４ ４５１２５ ３２２５５１
宮 崎 県 ９８４３１ １１９５７３４ ４５８０６ ３５１０３９

鹿 児 島 県 １３５９９３ １８０９５３１ ５６０６９ ４７２８３３
沖 縄 県 １１６３０３ １１６９８２１ ３９９３５ ２４７５４１

埼玉県の順位 ９ ６ ５ ７
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その他�
13.8％�

物品賃貸業�
2.2％�

物品賃貸業�
7.4％�

社会保険・�
社会福祉�
7.3％�

その他�
20.4％�

宗教3.8％�

洗濯・理容・�
浴場業�
31.2％�

自動車�
整備業�
6.4％�

医療業�
（病院を除く）�
保健衛生�
5.3％�

その他の�
生活関連�
サービス�
5.2％�

事業所数�
59,943事業所�

�

収入金額�
6,705,136百万円�

専門サービス業�
（他に分類されないもの）�

23.2％�

娯楽業�
（映画・ビデオ�

　　制作業を除く）�
15.1％�

その他の�
事業サービス業�
3.8％�

廃棄物�
処理業�
3.6％�

専門専門ササーービビスス業業��
（（他他にに分類分類さされれなないいもものの））��

9.09.0％％��

洗濯・理容・洗濯・理容・��
浴場業浴場業��
6.06.0％％��

機械・家具等修理業機械・家具等修理業��
（別褐を除く）（別褐を除く）��
4.44.4％％��

その他の事業その他の事業��
サービス業サービス業��
6.86.8％％��

娯楽業娯楽業��
（（映画映画・・ビビデデオオ��
制作業制作業をを除除くく））��
25.725.7％％��

教育教育（（学校学校をを除除くく））、、��
学術研究機関学術研究機関��
9.49.4％％��

専門サービス業�
（他に分類されないもの）�

9.0％�

洗濯・理容・�
浴場業�
6.0％�

機械・家具等修理業�
（別褐を除く）�
4.4％�

その他の事業�
サービス業�
6.8％�

娯楽業�
（映画・ビデオ�
制作業を除く）�
25.7％�

教育（学校を除く）、�
学術研究機関�
9.4％�

専門サービス業�
（他に分類されないもの）�

23.2％�

娯楽業�
（映画・ビデオ�

　　制作業を除く）�
15.1％�

その他の�
事業サービス業�
3.8％�

事業所数・収入金額の産業中分類別構成比（平成１１年）

資料：「サービス業基本調査報告」総務省統計局

概要
「サービス業基本調査」によると、平成
１１年１１月１５日現在の埼玉県内のサービス業
の従業者数は４２５，１１０人で、全国の順位は
第９位でした。収入金額の総額は６兆７，０５１
億円で、全国で第６位でした。
産業（中間分類）別事業所数の構成比を
みると、洗濯・理容・浴場業が３１．２％で最
も多く、次いで土木建築などの専門サービ
ス業が２３．２％となり、この２業種で全体の
５４．４％と過半数を占めています。
同様に収入金額の構成比をみると、娯楽
業（映画・ビデオ制作業を除く）が２５．７％
で全体の１／４を占め、次いで教育（学校
を除く）・学術研究機関が９．４％、土木建
築などの専門サービス業が９．０％、物品賃
貸業７．４％、社会保険・社会福祉が７．３％の
順となっています。

事業所
・経済活動が単一の経営主体のもとに一定
の場所（一区画）を占めて行われている
こと。
・財貨及びサービスの生産又は提供が、人

及び設備を有して継続的に行われている
こと。

従業者
平成１１年７月１日現在、当該事業所に所

属して働いているすべての人。他の会社や
下請先などの別経営の事業所へ派遣してい
る人も含まれる。無給の家族従業者も含む。

収入金額
平成１０年１１月から平成１１年１０月までの１
年間の事業所における全事業からの収入額
（「経費総額」及び「給与支給総額」を差
し引く前の事業上の収入額（消費税を含
む））をいう。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「サービス業基本調査報告」
総務省統計局

平成１１年１１月１５日 ５年
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５４県民経済計算
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

県内総生産
＝県内総支出
（名目）
（百万円）

県内総支出
（実質）
（百万円）

県民所得
（分配）
（百万円）

実質
経済成長率
（％）

全 国 ４９８０１６８９８ ４７２６３３３２３ ３９２５７５００５ △ ２．０

北 海 道 １９７４７３０４ １８１９７７３３ １５５６９２０５ △ １．０
青 森 県 ４５６２０２６ ４３４５８８７ ３６７８８８６ △ ０．７
岩 手 県 ４６９４９００ ４６０５４０７ ３７１０３５３ △ ０．５
宮 城 県 ８６１５５１７ ８１２２１１９ ６５３９２８７ △ １．４
秋 田 県 ３８４１３８６ ３６５２７７０ ３０９１６８４ △ １．３

山 形 県 ４１１１８５９ ３９６４７１０ ３２９５５９０ △ ０．１
福 島 県 ７８３４４６９ ７６２５００１ ５８４８０４０ △ １．５
茨 城 県 １１０８１９３２ １０６４０２９８ ９１２７１１４ △ ２．２
栃 木 県 ７９９６１８６ ７４４５９１７ ６３８６０５１ △ ２．５
群 馬 県 ７７９５９９３ ７３４８６３９ ６１１９６６１ △ １．９

埼 玉 県 １９９６３６３３ １８５３１０９６ ２２６１３６３４ △ ２．２
千 葉 県 １８３７２０９５ １６６１６３９５ １９０８９７７３ △ ２．７
東 京 都 ８４６８０８６１ ８１０３８２８５ ５００４１４２７ △ ２．１
神 奈 川 県 ２９８６６０６２ ２８６８８１１０ ２７９１４９１３ △ １．８
新 潟 県 ９５８７４４６ ９０８８２０９ ７３３４００９ △ １．１

富 山 県 ４４０８７３０ ４３４０５８６ ３３５８８２８ △ ２．５
石 川 県 ４５２２９５１ ４３５０５１８ ３５５１２５８ △ ０．９
福 井 県 ３２４２６２４ ３１１６０９３ ２４１０９６５ △ ０．７
山 梨 県 ３１９８１２９ ３０３０４２３ ２５７４２８９ △ ２．９
長 野 県 ７９５０７６２ ７７３２９２６ ６５９０３０５ △ ３．１

岐 阜 県 ７３０７７５２ ６８０６８９７ ６２００４６７ △ ０．９
静 岡 県 １４６６１５９４ １４３５８２８８ １１５８３６３１ △ １．５
愛 知 県 ３２７４７６２５ ３１６９５６７３ ２５０９１４１１ △ １．１
三 重 県 ６２７１７２９ ６２３６２６８ ５３４８４０９ △ １．１
滋 賀 県 ５６８１５３２ ５４４３２９５ ４３２８７５３ △ ６．０

京 都 府 ９４８６２７２ ８９４４２８１ ７９４０４６５ △ １．７
大 阪 府 ４００５１９０９ ３７９６０６８３ ２９５７４５２７ △ ３．０
兵 庫 県 ２０４９３９２１ １９１００４２０ １６８６３８８３ △ ３．９
奈 良 県 ３６５２２６７ ３４１４２６３ ４０８９７２６ △ ３．３
和 歌 山 県 ３１８５４２０ ２９４６８４３ ２６２１４６５ △ ２．２

鳥 取 県 ２０８１７３６ １９２８７６９ １６００９９９ △ １．３
島 根 県 ２４０９９５６ ２３０２０８３ １９０３０５３ １．１
岡 山 県 ７２１９９７０ ６６６６２１７ ５４１０６５０ △ ２．７
広 島 県 １１０１６２０１ １０５０７４５１ ８７０８５６８ △ １．５
山 口 県 ５５７９５８４ ５５３１８６１ ４４０３８６９ △ ２．０

徳 島 県 ２６３５７０６ ２５１０２１３ ２２５７１２３ △ ０．８
香 川 県 ３８２９５２８ ３６７７４５５ ２９６４０６４ △ ０．４
愛 媛 県 ４８１４６０８ ４６３５７２５ ３６８７５６３ △ ０．３
高 知 県 ２３４１６７２ ２２１６９４２ １９１３７４０ ０．０
福 岡 県 １６９８３４１４ １５５７１１０１ １３４８２６９１ △ ３．９

佐 賀 県 ２８４８３６０ ２７０４７５０ ２２８９５９２ ０．４
長 崎 県 ４６４２６２０ ４３６１７０１ ３７１１２２０ △ １．６
熊 本 県 ５７５８０３２ ５４３３６０１ ４７５９３３９ △ ３．４
大 分 県 ４２９６５４４ ４１７７３６５ ３２６９７６１ △ ０．８
宮 崎 県 ３４０２６４１ ３１２５５８６ ２７４６７０８ △ １．３

鹿 児 島 県 ５１１６５７３ ４７６５４９９ ４１３８１４３ △ ０．５
沖 縄 県 ３４２４８６７ ３１２８９７１ ２８３９９１３ ０．７

埼玉県の順位 ６ ６ ５ ３３
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１人当たり県民所得の推移

資料：「県民経済計算年報平成１３年度版」内閣府経済社会総合研究所

概要
「県民経済計算年報」によると、県内総
支出でみた平成１０年度の全都道府県の実質
経済成長率は、全国平均で△２．０％と平成
９年度に続き２年連続のマイナス成長とな
りました。全国平均の成長率を上回ったの
は３０県、下回ったのは１６県、全国平均と同
率だったのは１県でした。
「さいたまの県民経済計算１９９８」による
と、埼玉県の実質成長率は、△２．２％で平
成５年度以来のマイナス成長となりました。
すべての生産活動によって生み出された
粗付加価値の合計である県内総生産（＝県
内総支出（名目））は、１９兆９６３６億円とな
り、前年度比１．２％減と昭和５５年度の推計
開始以来初めてのマイナス成長となりまし
た。また、県内総支出（実質）も２．２％減
となり、２年連続の下落となりました。県
内総生産（＝県内総支出（名目））及び県
内総支出（実質）とも、埼玉県は全国で第
６位でした。
平成１０年度に県民（住民、企業など）が
生産活動から獲得した純付加価値である県
民所得（分配）は、２２兆６１３６億円で前年度

比２．１％減となり、県内総生産（＝県内総
支出（名目））と同じく、昭和５５年度の推
計開始以来初めてのマイナス成長となりま
した。
また、県民所得を総人口（平成１０年１０月
１日現在）で割った１人当たり県民所得は、
総人口が増加したにもかかわらず、県民所
得が減少したことから、前年度比２．７％減
の３２８万円で２年連続の減少となりました。

名目
市場で実際に取り引きされている価格で

計算した額。

実質
ある特定の年を基準として物価による変

動を取り除いた額。経済の実質的な動きを
把握する場合、実質の額の動きをみるとよ
い。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「県民経済計算年報」
内閣府経済社会総合研究所

平成１０年度 毎年
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